
第２期座間市子ども・子育て支援事業計画　令和３年度事業　評価報告書

目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

基本目標１．安心して子育てするための支援充実

（１）幼児教育・保育の充実（待機児童の解消）

1
幼児教育・保育事業
（施設型給付及び地
域型保育給付）

ては、需要が供給を上回り、待機児童が
発生しており、今後も保育需要が拡大す
る見通しです。

幼稚園Ⅱ型の一時預かり事業の整備等）
により需要への対応を図ります。

るほか、教育・保育を一体的に提供する
ため、地域型保育事業と幼稚園、保育園
等の連携とともに、幼児教育・保育と義
務教育の円滑な接続を図るため、幼児教
育・保育事業と小学校との連携強化に努
めます。

利用定員数：1,802人
申込児童数：2,004人
待機児童数：59人

・定員の弾力的運用により待機児童の
解消を図りましたが、いぜんとして、
保育については、需要が供給を上回っ
ている状況である。

C 保育課

2 休日保育事業
の「休日保育」の充実を目指します。

市内１園で実施
年間利用者数243人

休日に保育を必要とする子育て世帯の
支援を図ることができた。 A 保育課

3 保育人材の確保

ともに、保育・教育の担い手の確保に向
けた取組を進めます。

・民間保育所には「保育士等雇用費」、
「保育士期末手当」、「保育士宿舎借上げ
支援事業」の各種補助金を活用し支援して
いる。
・公立を含めた市内全認可保育所で、保育
士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業に
よる処遇改善を図った。

・保育士の確保に向け、各種補助金の
交付や処遇改善に取り組んでいるが、
保育士不足は解消されないので、継続
して支援していく。 C 保育課

資料２－１
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

4
子育てのための施設
等利用給付の円滑な
実施

年10月）に伴い、新制度に移行していな
い幼稚園や認可外保育施設等を利用する
市民が無償化の対象となるには、「子育
てのための施設等利用給付認定」を受け
る必要があります。

ともに、給付対象者の利便性等を勘案し
つつ、円滑な給付方法を検討し、実施し
ます。

と情報共有、連携し、円滑な施設等利用
給付の実施に努めます。

【子育のための施設等利用給付】
新１号認定：817人
新２号認定：330人
新３号認定：6人
※令和３年４月時点

【給付】
・新１号認定の保育料については、代理受
領により毎月施設に給付した。
・新２・３号認定の預かり保育料等につい
て、市内4園で代理受領により支給した。

・遅滞なく支給認定を発行した。

・新２・３号認定の預かり保育料及び
認可外保育料の償還払いについて、申
請から約ひと月で遅滞なく給付した。

・新２・３号認定の預かり保育料等に
ついて、市内4園で代理受領による協力
を求め、給付対象者の利便性の向上を
図った。 A 保育課

（２）地域子ども・子育て支援事業の充実

A 子ども政策課

A 保育課

A 健康づくり課

6
地域子育て支援拠点
事業

についての相談、情報の提供、助言その
他の援助を行います。

め、各支援センターが相互に連携を図り
ながら、相談、情報提供の充実に努めま
す。

A 子ども政策課

7 妊婦健康診査

め、健康状態の把握、検査計測、保健指
導を実施するとともに、妊娠期間中の適
時に必要に応じた医学的検査を実施しま
す。 B 健康づくり課

地域子ども・子育て支援事業の評価報告書参照

利用者支援事業

業等の情報提供及び必要に応じ相談・助
言等を行うとともに、関係機関との連絡
調整等を実施します。

相談、情報提供の充実に努めます。

5
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

8
乳児家庭全戸訪問事
業

庭を訪問し、子育て支援に関する情報提
供や養育環境等の把握を行います。 B 健康づくり課

9 養育支援訪問事業

ネットワーク等を通じ、養育支援が特に
必要な家庭に対して、その居宅を訪問
し、養育に関する指導・助言等を行うこ
とにより、当該家庭の適切な養育の実施
を確保します。

A 子ども政策課

10
子育て援助活動支援
事業（ファミリー・
サポート事業）

預かり等の援助を受けることを希望する
者と、協力会員として当該援助を行うこ
とを希望する者との相互援助活動に関す
る連絡、調整を行います。 C 子ども育成課

A 保育課

D 子ども育成課

12 延長保育事業

もについて、通常の利用日及び利用時間
以外の日及び時間において、保育園にお
いて保育を実施します。 A 保育課

13
病児・病後児保育事
業

保育園等に付設された専用スペース等に
おいて、看護師等が一時的に保育しま
す。

児保育の実施に加えて、病児対応（病児
保育）の事業を実施します。

C 保育課

地域子ども・子育て支援事業の評価報告書参照

一時預かり事業

乳幼児について、主として昼間におい
て、幼稚園、保育園、その他の場所で一
時的に預かり、必要な保護を行います。

化の対象となっていることから、無償化
導入後の動向を注視しつつ、需要への対

応を図ります。

11
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

14
放課後児童健全育成
事業（児童ホーム）

い小学生に対し、授業の終了後に小学校
の余裕教室、児童館等を利用して適切な
遊び及び生活の場を与えて、その健全な
育成を図ります。

しており、今後も必要な学区への整備
等、需要に対する供給体制の確保を図り
ます。

A 子ども育成課

15
実費徴収に係る補足
給付を行う事業

勘案して、特定教育・保育施設等又は特
定子ども・子育て支援施設等に保護者が
支払うべき教育・保育に必要な物品の購
入費用又は行事への参加費用、並びに幼
児教育・保育の無償化に伴い私学助成幼
稚園における給食副食費について、費用
の一部を助成します。

B 保育課

（３）子育て支援に関する相談・情報提供の充実と支援のネットワークづくり

16
育児相談

で、身体計測と乳幼児期に育児上起こる
心配・疑問・問題点に対し相談を受け、
保護者が自信と主体性を持って育児でき
るよう支援します。

実施回数28回
延人数　　 399人
保健師相談 79人
栄養士相談 178人
歯科相談　 38人

保護者が気軽に相談できる場として事
業を実施しているが、新型コロナウイ
ルス感染症の予防のため昨年度より予
約制としている。継続支援が必要な場
合は健診時や地区担当、事業担当へ引
き継いだ。市民健康センター以外の開
催場所は、予約数が減少しており、当
日の担当者の人数を減らし対応した。

B 健康づくり課

17
民生委員児童委員に
よる相談・支援

応じ、関係機関に適切につなぎます。
相談・支援件数769件うち子どもに関するこ
と222件。

新型コロナウイルスで活動が制限され
る中、感染予防に留意しながら、地域
で困りごとを抱える家庭と関係機関へ
つなぐ役割を果たした。 B 福祉長寿課

18
児童相談

配事に対し、専門相談員を配置し、適切
に相談に応じ、関係機関と対応していき
ます。

相談件数：289件
前年度比較：－49件

相談者の育児上の不安や問題に対し、
相談員が適切に応じ、ニーズに沿った
機関へ繋ぐことで不安の解消に努め
た。相談件数は減少したが、新型コロ
ナウイルス感染症対策などの影響が考
えられる。

B 子ども政策課

地域子ども・子育て支援事業の評価報告書参照
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

19
地域育児支援セン
ター事業

の子育て家庭の養育ニーズに対応するた
め、育児相談のほか、子育て家庭交流事
業、高齢者と園児の体験交流等を行いま
す。

コロナウイルス感染症対策に配慮しつつ、
公立保育園９園、民間保育園８園で実施し
た。

コロナウイルス感染症対策として、地
域の方と園児の交流の機会は減少した
が、地域の子育て家庭の養育ニーズに
対応した育児相談は実施した。 B 保育課

20
ざまっぷ（子育て情
報誌）の発行

るため、子育て中の親が編集員となり、
子育て情報誌を発行します。

2,800部を発行 新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、運営状況が多く変化する状況だっ
たが、各施設担当者から情報収集や、
誌面の確認を行い、予定通り発行する
ことができた。

A 生涯学習課

21
こそだてカレンダー
の発行

（子育てサロンやおはなし会）や講座情
報を掲載したカレンダーを発行します。

毎月約1,600部を発行（９月を除く） 新型コロナウイルス感染症の感染対策
を講じながら、１年ぶりに対面での会
議を開催し、編集委員同士の交流を図
ることもできた。感染症の状況悪化に
より掲載しているイベントの中止が相
次ぎ、９月号インターネット配信で対
応した。
１１月にはＪ：ＣＯＭの取材があり、
編集委員がインタビューに答えている
様子がニュースで放送された。市発信
以外の媒体で紹介されたことにより、
より多くの方々に本事業を知っていた
だくことができた。

B 生涯学習課

22
子育て支援ネット
ワークの支援

体が集まり、学習や情報交換、行政や団
体相互の連携を図るための支援を行いま
す。

５月　総会・第１回定例会
７月　第２回定例会
１１月第３回定例会
１月　第４回定例会
３月　第５回定例会

各団体の、コロナ禍での活動の様子な
どの意見交換を活発に行うことができ
た。研修会については、次年度の開催
に向けて前向きに話し合うことができ
た。 B 生涯学習課

23
アクティヴツインズ
支援

保護者のネットワークづくりを支援しま
す。

【公民館】
アクティヴツインズ活動実績年間８回

【公民館】
コロナ禍の中でも、団体活動はおおむ
ね行えた。一方で、双子以上の多胎児
の子育て保護者の加入・ネットワーク
の広がりに課題がある。

C 生涯学習課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

24
おはなし会

育てるとともに、読書の楽しさを伝える
ことを目的として、絵本の読み聞かせの
ほか、手あそびをしたり、わらべうたを
歌ったりします。

【公民館】
活動実績　20回
参加者数　263人
新型コロナウイルスのため、開催回数減
【東地区】
活動実績　10回
参加者数　32人（年間）
【北地区】
活動実績　37回
参加者数　373人（年間）

【公民館】
新型コロナウイルスの影響により５
月・６月、８月～１０月は開催中止と
した。
【東地区、北地区】
新型コロナウイルスの影響により中止
とする回もあったが、基本的な感染対
策を徹底し開催することができた。

B 生涯学習課

25
保育ボランティア養
成講座

に、子どもたちの保育を担当してくれる
ボランティアを育成します。

活動実績　２回
①３月１８日（金）　参加者数　13人
②３月２５日（金）　参加者数　12人
連続講座

まん延防止等重点措置期間にもかかわ
らず、ほぼ定員の申込があった。講座
終了後には、ボランティア団体への入
会もあり、活動したい方を団体へつな
ぐことができた。

A 生涯学習課

（４）外国につながる幼児への支援・配慮

26 外国籍母子支援

・外国籍の方が安心して出産や子育てが
できるよう、必要に応じて通訳等を利用
し、育児支援を行います。

外国語版母子手帳（９か国）交付
外国語リーフレット等の活用・英語版リー
フレットの作成
通訳派遣件数：13件
妊娠届出者数（外国籍）27人中フォロー者
20人（75％）

外国籍及び日本語での会話等に不安が
ある方が安心して出産、子育てができ
るように地区担当等が継続支援を行っ
た。乳幼児健診等を安心して受けられ
るように必要時通訳派遣の依頼や、他
課の通訳タブレットを借用する等対応
した。

B 健康づくり課

（５）仕事と子育ての両立支援

27 男女共同参画講座

・家庭・社会において男女共に活躍する
ための端緒を目的とした講座を開催しま
す

・「女性のためのパソコン講座」
日時：令和３年１２月１１日（土）午前の
部、午後の部で開催
場所：座間市役所３階３－１会議室
講師：株式会社富士通ラーニングメディア
参加者：５名
・「カジ男養成講座（簡単レシピ編）」
日時：令和４年３月１日（火）～　※市Ｈ
Ｐに動画掲載
場所：市民健康センター栄養指導室で撮影
講師：食生活改善推進団体　ひまわり会

・「女性のためのパソコン講座」の参
加者からは、「ていねいでとても分か
りやすかった」等の評価を頂くことが
できた。
・「カジ男養成講座（簡単レシピ
編）」は、男性でも簡単に作れるお料
理を通して男女の絆を深め、日常の家
事を効率よく分担することで、男女が
家庭・社会において共に活躍するため
の端緒として開催した。例年集客形式
で講座を開催していたが、コロナ禍の
ため、やむなく動画での開催となっ
た。参加者から直接意見をいただくこ
とはできなくなってしまったが、動画
について、報道機関から取材を受け、
情報番組に取り上げていただき、広く
周知することができた。

B 広聴人権課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

28
女性のチャレンジ支
援事業

・就職、再就職、起業等、就業を希望す
る女性に対し、講座を開き、「仕事の探
し方」や「仕事と育児を両立させて働く
には」等、具体的なアドバイスで就業・
自立につなげていくことを目的としてい
ます。

「女性の就職チャレンジ支援　講座＆相談
室」
日時：令和３年１２月２７日（月）
午前１０時～午前１１時２０分
講座　午前１１時３０分～　希望者のみ相
談
会場：座間市役所５階５－８会議室
講師：ＮＰＯ日本キャリアコンサルタント
協会
参加者：３名

参加者からのアンケートでは「講師の
話がとても分かりやすく、知りたい内
容について面談もできて良かった」等
の評価を頂くことができた。

A 広聴人権課

29 あくしゅフォーラム

について正しく理解を促し、男女共同参
画についての意識啓発を進めます。

係についても考える機会とします。

「あくしゅフォーラム　男女共同参画と地
域防災」
日時：令和３年７月３日（土）午後１時４
５分～午後３時４５分
場所：ハーモニーホール座間小ホール
講師：大崎　麻子氏
参加者：９５名

参加者の約９割の方から、「参加して
良かった」「勉強になった」等の高評
価をいただいた。

A 広聴人権課

30
職業生活と家庭生活
の両立のための広
報・啓発事業

ンスの実現及び多様な働き方が可能とな
る労働環境を目指し、国、県及び各機関
の支援施策等について普及啓発を行いま
す。

国や県が作成する職場環境改善に関する
リーフレット等を関係各所へ配架する等に
よって、働きやすい労働環境の整備の普及
啓発に努めた。

多様化する働き方に即した雇用形態導
入の啓発によって、働きやすい労働環
境の整備を促すことができた。 B 商工観光課

31 親子で遊ぼう

子のふれあいを目指します。
１回開催（１２月１８日（土））
対象年齢：２歳６カ月以上の未就学児と保
護者
参加者：５６人（２８組）
参加料：５００円（１組）
内　容：かけっこ、リレー、ゲームなどを
実施した。

換気や会場内に数ヶ所、消毒液を設置
するなどの感染対策をし実施した。名
称も変更し、父親だけでなく母親との
参加も増え、親子で楽しめるイベント
ということを周知できたように感じ、
参加者にも満足していただけたイベン
トとなった。

B スポーツ課（体
育館）
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

基本目標２.安心して子どもを産み、親子が健やかに育つための支援の充実

（１）妊娠・出産への支援

32
妊娠届の受理

援センター）にて妊娠届を受理し、その
際に出産予定日、医療機関の確認と現在
抱えている不安、疑問について対応しま
す。

にフォローを行います

妊娠届出者数　846人
妊娠届出書から把握したフォロー者　93人

妊婦全数を専門職（保健師・助産師）
が面接し、継続支援の有無を総合的に
判断した。

A 健康づくり課

33 母子健康手帳の交付

外国籍の場合、外国語/日本語併記母子
健康手帳を交付することもあります。

妊娠届出者に対して交付。併せて子育てハ
ンドブック等の副読本、ハローベビークラ
ス案内等も配布。母子健康手帳交付数　858
冊（再交付を除く）　外国語版母子健康手
帳（9か国）交付30冊

妊娠届出者に対し、適切な言語の母子
健康手帳を交付した。妊娠届の受理と
同時に交付するため、専門職が面接を
し、必要な情報提供を行った。 A 健康づくり課

34 父子健康手帳の交付

娠・出産・育児について、知識と理解を
深められるようにします。

父子健康手帳交付数　322冊（妊娠届出数
846件）

初めて父となる人に対して交付し、妊
娠・出産・育児について知識と理解を
深められるようにした。ホームペー
ジ、保健衛生のお知らせに掲載、周知
している。

A 健康づくり課

35
出生連絡票の受理

て把握し、赤ちゃん訪問や産後うつ病等
について説明、紹介します。

談ありと記載のある時に、電話等にて相
談を受けます。

836件 出生連絡票受理時面接にて、母子の体
調や退院後の育児環境（里帰りやサ
ポートの有無等）、心配事の有無等を
確認している。新型コロナウィルス感
染症拡大により里帰り期間が長くなる
傾向があり、その場合は里帰り先での
訪問を勧めた。

A 健康づくり課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

36
母親父親教室　「ハ
ローベビークラス」

に4日間コースの教室を開催します。妊
娠中の生活、歯の話、栄養、お産の流
れ、産後の過ごし方、妊婦体操、揺さぶ
られ症候群、沐浴、妊婦疑似体験等を実
施します。

児のイメージをもつことを目的としてい
ます。

6コース開催
妊婦実数　64人（延223人）
父実数　　54人（延147人）

新型コロナウイルス感染症対策のた
め、定員を調整しながら実施をした。
申し込みが定員を上回り参加できな
かった妊婦もいたため、資料送付や個
別相談で対応した。

B 健康づくり課

37
妊婦健康診査

め、健康状態の把握、検査計測、保健指
導を実施するとともに、妊娠期間中の適
時に必要に応じた医学的検査を実施しま
す。 B 健康づくり課

38
妊婦歯科健康診査

周病を予防・早期発見し治療につなぎま
す。

心を寄せるきっかけとします

協力歯科医療機関で受診
対象者数910人
受診者数196人
受診率21.5％

受診率は前年と比較し、ほぼ横ばいで
経過している。
母子健康手帳発行時及びハローベビー
クラスで説明と妊婦やその家族に対し
受診の必要性を説明している。また、
受診率向上のため「ざまりんのほけん
だより」にてお知らせをしている。

B 健康づくり課

39
産婦健康診査

・産後うつの早期発見と対応を行うた
め、産婦健康診査の費用を補助します。

産後2週間健診受診者617人
産後1か月健診受診者804人
保健指導あり2週間：24人
　　　　　　1か月：47人

2週間健診、1か月健診共に受診者数が
増えている。医師から保健指導の指示
があった場合には、速やかに地区担当
が対応できるようにしている。 A 健康づくり課

40
産後ケア事業

・家族等から育児の援助が受けられない
母子や、育児に不安を抱えている母子を
対象に、乳房ケアや育児の相談等を実施
し、心身の安定と育児不安の解消を図り
ます

デイケア311人（実150人、一人平均　2.07
回）
乳房ケア64人

デイケアは、新型コロナウィルス感染
症の感染拡大のため２、３月は実施を
見合わせたが、利用人数は実・延とも
前年度より増加した。受託事業者と連
携をとり、支援が必要な場合は地区担
当が継続して関わることができた。乳
房ケアはホームページやチラシの内容
を見直し、ニーズのある人が利用でき
るように周知を行った。

A 健康づくり課

（２）子どもや母親の健康の確保

地域子ども・子育て支援事業の評価報告書参照
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

41 親子相談

り方について心配のある親子からの相談
を受け、適切な指導を行い親の不安を軽
減するとともに子どもの発達を促す助言
をします。

年間42回
実人数68人
延人数70人

新型コロナウイルス感染症対策を徹底
し、継続支援が必要なケースについて
は相談事業の継続に努めた。相談実施
後、適切な処遇先に引継ぎを行った。 B 健康づくり課

42

乳幼児フォロー教室
「わくわく教室」
「すくすく教室」

発達に大きな影響を及ぼす親子関係を豊
かにし、健全な発達を促す支援をしま
す。

わくわく教室
実施回数　24回　実人数（児25人親30人）
延べ人数（児128人　親128人）
すくすく教室
実施回数　22回　実人数（児12人親15人）
延べ人数（児87人　親97人）

新型コロナウィルス感染症対策をとり
ながら実施した。わくわく教室はクー
ル制のため、卒業後に継続支援が必要
な場合は地区担当と情報共有し、切れ
目のないよう配慮した。すくすく教室
では、児の発達のみではなく家庭環境
や養育について課題がある場合は、地
区担当と連携しながら支援した。

B 健康づくり課

43

離乳食教室「赤ちゃ
ん教室」生後５～６
か月児

親を対象に、子どもの発達に応じた離乳
食のすすめ方や、育て方について、知識
と理解を深められるようにします。

年間12回
実人数　児：81名　保護者：84名

新型コロナウイルス感染症対策を行い
ながら、試食提供を再開した。また、
講話内容は離乳食の話の他に保健師に
よる育児についての話を行った。教室
終了後に個別での相談希望者には対応
し、不安を解消できるよう努めた。

B 健康づくり課

44

離乳食教室「もぐも
ぐ教室」生後７～８
か月児

親を対象に、子どもの発達に応じた離乳
食のすすめ方や、育て方について、知識
と理解を深められるようにします

年間9回
実人数　児：52名　保護者：54名

新型コロナウイルス感染症対策を行い
ながら、試食提供を再開した。また、
講話内容は離乳食の話の他に保健師に
よる育児についての話を行った。教室
終了後に個別での相談希望者には対応
し、不安を解消できるよう努めた。

B 健康づくり課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

45
乳幼児健康診査

普及を図り、育児不安等が解消できるよ
うに支援します。（４か月児健康診査、
８～10か月児健康診査、１歳６か月児健
康診査、２歳児歯科健康診査、３歳６か
月児健康診査）

4か月児健康診査
実施回数12回
個別栄養相談56人
離乳食コーナー利用者101人

８～10か月児健康診査
電話フォロー353人

１歳６か月児歯科健康診査
実施回数24回
個別栄養相談99人

２歳児歯科健康診査
実施回数12回
個別栄養相談46人

３歳６か月児健康診査
実施回数12回
個別栄養相談86人

４か月児健康診査では新型コロナウイ
ルス感染症対策のため、一昨年から集
団健診での離乳食集団指導は実施せ
ず、DVD視聴と個別指導を行っている。
また、R３年度からは離乳食の見本や資
料を置き栄養士から一般的な情報提供
が受けられる離乳食コーナーを設け
た。
２歳児歯科健康診査では新型コロナウ
イルス感染症対策のため、前年度同様
に集団指導は実施せず、飲み物やおや
つのとり方が歯に与える影響について
は資料提供、予防処置時に個別でおや
つの取り方について指導を実施した。
各健診、必要時個別の栄養相談を実施
し、その時期の問題や心配に対して助
言を行った。また栄養や子どもの発
育・発達に関する保護者の不安や心配
事に関して、継続的に支援が必要な場
合は育児相談等事業担当と連携を図
り、支援を行った。

B 健康づくり課

46
未熟児訪問指導

育医療申請児に対し、日常生活全般の保
育指導及び育児支援を行います。

訪問75件 訪問及び電話面接により必要な支援を
行った。

B 健康づくり課

47
未熟児・多胎児支援
教室

育医療申請児、多胎児とその養育者に対
し日常生活全般の保育指導及び育児支援
を行います。

年間10回
実人数　児：17名　保護者：16名
合計：33名

新型コロナウイルス感染症対策のため
定員を設け、教室を開催した。母同士
の交流や情報交換の機会となってい
る。 B 健康づくり課

48
ぱくぱく幼児食教室

持つ親を対象に子どもの発達に応じた離
乳食完了期の進め方について、知識と理
解を深められるようにします。

年間4回
実人数　児：19名　保護者：19名

新型コロナウイルス感染症対策を行い
ながら、保護者に試食提供を再開し
た。また、教室終了後に個別での相談
希望者には対応し、不安を解消できる
よう努めた。 B 健康づくり課

49
赤ちゃん訪問指導

産婦及び新生児に対し、保健師及び助産
師が家庭訪問し、新生児の発育及び育児
上必要な事項や日常生活全般の保健指導
を行います。

837件（新生児訪問　268件、未熟児訪問
75件、乳児家庭全戸訪問　372件、地区担当
保健師　122件）

新型コロナウイルス感染症に対する不
安から、訪問を躊躇する保護者がいた
が、事前の電話面接で保護者の質問等
に対応し、訪問時間を短くすること
で、実施につなげることが出来た。 B 健康づくり課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

50 乳幼児訪問指導

が家庭訪問を行い、日常生活全般の保健
指導及び栄養指導等を行います。

実人数：311名（新生児46名　乳児146名
幼児119名）
延べ人数：379名（新生児47名　乳児182名
幼児150名）

養育困難ケースに関して、係内で支援
の方向性等を定期的及び随時検討し、
適切なアプローチに努めた。 B 健康づくり課

電話相談総数151件
保健師70件
栄養士86件

電話相談件数の集計結果を毎月回覧
し、動向を係内で共有し、虐待に繋が
る相談はなかった。
相談内容としては、栄養相談が最も多
く、その中でも乳児が68.1％を占めて
いた。

B 健康づくり課

子育て支援センター
電話相談件数
第1ゆめ:15件
第2ひまわり:24件
第3かがやき:56件

新型コロナウイルス感染症による緊急
事態宣言時の通所利用中止時は、支援
センターから利用者に架電し、子育て
状況を伺うなど臨機応変な対応を実施
した。

B 子ども政策課

利用者支援事業として保育コンシェルジュ
が実施したほか、市立保育園９園、私立保
育園１６園、小規模保育施設１施設、およ
び家庭的保育施設２施設で実施した。

新型コロナウイルス感染症の感染対策
のため、電話相談の重要度が増した。

A 保育課

52 予防接種

延防止を目的に予防接種を行い、公衆衛
生の向上に努めます。

4種混合（ＤＰＴ-ＩＰＶ）
BCG
ヒブ
小児用肺炎球菌
ロタウイルスワクチン
麻しん,風しん混合（ＭＲ）、麻しん、風し
ん
ポリオ　不活化ポリオ
三種混合（DPT）
日本脳炎
ジフテリア・破傷風（DT）
ヒトパピロ―マウイルス（HPV）感染症（子
宮頸がん予防）
Ｂ型肝炎
水痘

ヒトパピロ―マウイルス（HPV）感染症
（子宮頸がん予防）の積極的勧奨の再
開にむけ、準備を行った。
新型コロナウイルス感染症による接種
控えを防止するため、「遅らせない
で！子どもの予防接種と乳幼児健診」
のチラシを送付した。

A 健康づくり課

電話相談51

事に対し、随時相談を受け、育児支援を
行います。

も相談を受けます。
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

53
ざまりんのほけんだ
より

を提供するサービスです。

ジュールを自動で作成し、接種日が近づ
くとメールでお知らせします（登録は無
料です）

妊娠出産子育て支援プランや赤ちゃん訪
問、予防接種案内書類にQRコードを付け
サービスについて周知を継続した。

予防接種、乳幼児健診等の子育て情報
を提供した。

A 健康づくり課

54 小児医療費助成

・小児の健康の増進に資することを目的
に、小児にかかる医療費の一部を助成
し、その健全な育成支援を図ります。

受給者数13,135人
（令和4年3月末現在）

小児の健康の増進、健全な育成に有
効。
平成３０年１０月から対象年齢を中学
３年生までに拡大した。 B 医療課

55
未熟児養育医療費助
成

が指定養育医療機関において入院養育を
必要と認めた医療費の自己負担額を助成
します。

受給者数29人 未熟児の健全な育成及び養育者の負担
軽減に有効である。

B 医療課

56 定期健康診断
を目的として、身体状況の検査を毎年定
期的に実施します。

受給者数13,135人
（令和4年3月末現在）

小児の健康の増進、健全な育成に有
効。
平成３０年１０月から対象年齢を中学
３年生までに拡大した。 B 学校教育課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

（３）心と体を育む食育の推進

57
食生活改善推進事業

の試食会を実施します。

し、両親の健康づくり、家庭への食育を
進めます

新型コロナウイルス感染症感染拡大を受
け、4か月児健診会場内における試食会の実
施はしなかった。

健診会場における試食会実施の見通し
が立たないため、対象や実施方法を変
更した。市内コミュニティセンターへ
レシピの配架依頼などでの普及啓発は
継続した。 D 健康づくり課

58
保育園（食育）

いて、次のような取組を推進します。
・計画策定を行い食育に取り組む体制づ
くり
・飼育･栽培･調理体験や地域の伝統的な
食事　体験の実施
・地域の人との会食の実施

・食育年間計画に基き　各園で実施。
・紙芝居等を通して、食品の身体に対して
しての働きを伝える。
・日本の伝統行事食を献立表などをつうじ
て家庭へ伝えていく。
・園庭に野菜の種や苗を植え、育て、収
穫、食までを体験。感想を言葉で表す。
・保育参加等の実施のなかで　保護者に給
食を食べてもらう。
・クッキング保育(クッキー作り、カレーラ
イス作り、いも汁作りを体験)。
・食育の日（毎月19日）には特に意識して
食材に親しむ。

・１９日「食育の日」を中心に子ども
達に更に食に関することを伝えていく
ことを続けていく。
・身近な食材について深く関われるよ
うにいろいろな角度から話をしてい
く。

A 保育課

14



目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

・「教科と関連付けた食育指導の充実」と
いうテーマのもと継続的かつ効果的指導を
目標に、担任と栄養職員の連携した継続的
指導を研究した。
・栄養教諭が作成の食育だよりを発行し
た。(ざまりん給食が登場！）
・献立表に毎月のテーマを掲載した。(世界
の料理を知ろう）
・栄養メモを作成し、給食時間に伝えた。
・食育年間計画が、学校ごとでばらつきの
あったため、給食目標・栄養目標を食育目
標として一本化した。

・栄養教諭を中核としたネットワーク
を構築した食育推進が定着し取組も進
んでいる。教科と関連付けながら継続
的に取り組むことで食育推進が図られ
ることが期待できる。

A 教育指導課

・給食時間の放送。（※給食時にランチ
ルームでの指導は感染症対策のため中止）
・令和３年度の年間テーマ「世界の料理を
知ろう」。毎月の献立表にその国や料理な
どの説明を記載。
・市政施行５０周年を記念し、「ざまりん
給食」を提供。座間市産の野菜・はるみ
米・みそを使用した。また、資料や動画の
作成、記念クリアファイルの配布を行っ
た。
・栄養メモを配布し、その日のメニュー・
食品を説明する。
・毎年農協及び農家との打ち合わせを行
い、地場産野菜を活用している。

児童の食育に対する意識向上を図っ
た。

A 学校教育課

小学校（食育）

健康を考えられる子を目指して、次のよ
うな取組を実施します。
・教科における食に関する指導
・給食時間における食に関する指導
・献立の工夫（年間テーマを決めて作
成）、興味関心を深めるための献立表へ
の説明文の掲載
・旬の食材や食品の知識を深めるため、
献立に使われている食材の説明の配布
・地場産物の活用

59

15



目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

・食育だよりや食に関する資料や掲示物の
提供なども行った。常任委員（生徒）によ
る食育通信も出した。
・栄養教諭が作成の食育だよりの発行
・食育講演会「免疫力を高める食事」に栄
養教諭が出向いた。

・栄養教諭を中核としたネットワーク
を構築した食育推進が定着し取組も進
んできている。新しい生活様式が取り
入れられる中での、給食指導、教科指
導の工夫を深める中で食育推進が図ら
れることが期待できる。 A 教育指導課

・栄養摂取基準をもとに、献立を作成。そ
れぞれのメニューの調理方法や食材が被ら
ないよう献立作成。
・サンプルを試食し食品の選択をしたり、
献立指示書作成しそれをもとに調理を実
施。
・行事に沿った献立を作成し提供。
・給食だよりにて、旬な食材や食文化を記
載。
・給食に使われている食材や栄養素につい
ての放送を行った。

生徒の食育に対する意識向上を図っ
た。

A 学校教育課

（４）情報提供・相談支援を含めた包括的な支援の充実

ネウボラざまりん利用者数2524人
妊娠届出者数846人
出生連絡票836件
妊産婦・子ども転入444件
妊産婦健診償還払い141件
電話相談28件
窓口相談26件

保健師・助産師が対応。関係機関と連
携をとり、適切な相談場所でフォロー
が継続できるように調整を行った。

B 健康づくり課

相談件数１３５件
うち関係機関と連携したもの５７件

育児に関する総合窓口として関係機関
と連携し、情報提供や助言を行った。

A 子ども政策課

60

61

ネウボラざまりん
（子育て世代包括支
援センター）

支援を実施することを目的とし、妊娠を
望む人や、妊産婦、乳幼児とその保護者
に対して、妊娠・出産・育児に関する相
談、情報提供のほか、母子健康手帳交付
時に母子保健コーディネーターが出産・
子育てに向けた妊娠・出産・子育て支援
プランを作成します。

中学校（食育）

能の定着を図るため、次のような取組を
実施します。
・食事の果たす役割と健康知識の習得
・栄養素の種類と働き、その特徴を把握
し、一日の献立を作成
・食品の選択､調理計画を立て､調理を実
施
・自分の食生活を振り返り、季節ごとの
食を知るよう促進
・旬の食材や食品の知識を深めるため、
献立に使われている食材等の説明の放送
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

62
乳幼児発達支援事業

児に対し、グループ指導や個別相談・巡
回相談を通じて、運動発達やことばの発
達・集団生活での社会性を促します。

相談・助言を行います。

語聴覚士、臨床心理士が主訴内容により
対応します。

育児教室  実施回数　139回
　　　　　実施数（49人）
　　　　　延べ数（571人）

個別相談　764回

巡回相談　実施回数52回
　　　　　実人数（80人）

教室利用児が増えたため、教室を増設
し対応をした。支援をしていく中で必
要に応じ児童発達支援事業に繋げた。

B 障がい福祉課

基本目標３子どもが心豊かに学び育つ教育環境づくりの推進

（１）家庭や地域の教育力の向上

63
コミュニティセン
ター管理運営事業

なっているコミュニティセンターを、子
どもの立場からも利用しやすい施設とし
ていくため、内容の充実と有効な施設利
用を図ります。

Ｒ３　８館の個人利用　34,497人
うち　幼児：1,949人
　　　小学生：15,816人
　　　中学生：3,080人
　　　高校生：2,071人
　（高校生以下の利用率　約６６％）

利用状況が回復しつつある中でも、児
童・生徒の利用率は高めに推移してお
り、子どもからも利用しやすい身近な
施設として認識されていると感じる。
今後も引き続き、子どもの利用しやす
い施設の運営に努めていく。

A 市民協働課

64
親子スポーツ対策事
業

「親子キャッチボール教室」「親子サッ
カー教室」「ふれあい弘法山ハイキン
グ」「ソフトバレーボール大会」
「ニュースポーツ教室」等を開催しま
す。

・ふれあい弘法山ハイキング（中止）
・ニューフィールドゲーム大会（中止）
・ソフトバレーボール大会（中止）
・親子キャッチボール教室（49組98名参
加）
・親子サッカー教室（20組40名参加）

昨年度も新型コロナウイルス感染症の
影響を受け中止となった事業がある
が、開催した事業もある。親子のふれ
あい、健康増進に向け、広報活動と共
に内容の充実を図っていく。 C スポーツ課

65
座間市スポーツ少年
団本部

体と精神の育成を図り、団体の中での自
主性、協調性を高めるための事業展開を
します

全登録団体数「12団体」で活動
・野球8団　・柔道1団・剣道1団
・バレーボール2団
ジュニアリーダースクール（中止）
指導者講習会（県と合同で開催）
本部交流大会（中止）

新型コロナウイルス感染症の影響を受
け中止した事業が多くあるが、形を変
えて開催できた事業もある。団員数、
単位団数ともに減少傾向にあるため、
団員の確保と育成を図っていく。 D スポーツ課

66 市民プール開放事業

に、各プールで学校専用期間を設け、児
童の泳力向上に積極的に努めます。

市内10プールで実施
利用者数
　学校開放（中止）
　一般開放15,084人

昨年度も新型コロナウイルス感染症の
影響を受け学校開放は中止となった
が、一般開放は、入場制限をしながら
開放し、市民の水泳振興を図った。 C スポーツ課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

67
座間市"社会を明る
くする運動"

陥った人たちの立ち直りを助けることへ
理解と協力を訴えるPR活動を保護司会等
と連携して行い、罪を犯した人や非行を
した少年の更生を促せる地域社会づくり
を目指します

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、接触型の広報活動である街頭啓発キャ
ンペーンを中止した。
・関係団体の実施事業である薬物乱用防止
パネル展を行った。…７月２８日～７月３
０日
・非接触型の広報活動として懸垂幕の設置
を保護司会と行った。…７月１日～７月３
１日
・保護司会の実施する啓発物品の配布、ポ
スターの掲示への協力を行った。

新型コロナウイルスで活動が制限され
る中、非接触型の広報活動を中心に犯
罪や非行の防止と、犯罪や非行に陥っ
た人たちの立ち直りを助けることへ理
解と協力を訴えるPR活動を実施するこ
とができた。 B 福祉長寿課

68
青少年センター活動
事業

中学生を対象にした短期教室・講座の開
催、青少年フェスティバルの開催等、青
少年の健全育成の充実に努めます。

文化、科学、スポーツ、環境問題、金融な
ど様々なジャンルの講座を計画したが、新
型コロナウイルス感染拡大の影響から１４
事業のうち９事業の開催となった。
実施事業は感染症対策を行ったうえでの小
規模開催となった。
参加人数：延べ155名
また、年二回のフェスティバルにおいては
感染拡大防止の観点から中止となった。

講座については、例年と比較して規模
は縮小したものの、応募も多く参加者
からは意欲的な態度を感じ取れた。

C 青少年課

69
青少年健全育成協力
団体の支援

に、地域の協力団体の活動を支援しま
す。

・子ども会育成会連絡協議会：全体会、役
員会、理事会、各部会等延べ１６回
・青少年指導員協議会：全体会、三役会、
役員会、各部会等延べ２２回
・青少年健全育成連絡協議会：補助対象６
団体、連絡会議（書面）２回
・青少年補導員協議会：全体会、三役会、
役員会延べ８回

地域ごとに抱える問題が異なるため、
相互の連絡を密にし、的確な支援を行
う必要がある。

C 青少年課

70
ジュニア・リーダー
の発掘・養成

る中高生（ジュニア・リーダー）の発
掘・養成に努めます。

・中高生14名が登録している。
新型コロナウイルス感染拡大の影響から令
和3年度は規模を縮小し、研修や派遣を18回
行った。

令和３年度は新型コロナウイルス感染
拡大の影響で予定していた事業を縮小
して実施した。今後感染症対策を行い
ながら、規模縮小して事業を実施して
いく予定。

C 青少年課

71 青少年相談

指し、相談員が専門的見地から個々の事
情に即した援助・助言を行います。

相談受理件数（延べ）
155件

多様な相談内容に対して適切に対応す
ることができた。今後も引き続き受入
れ体制の充実を図っていく。 B 青少年課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

72 子育てサロン

できる「場」を提供して、友達づくりを
推進します。

【公民館】
活動実績　２９回
参加者数　５９８人
【東地区】
活動実績　６回
参加者数　４８人（年間）
【北地区】
活動実績　１０回
参加者数　　６９人（年間）

【公民館】
新型コロナウイルスの影響により９月
は開催中止とした。子育て中の親世代
への周知方法が課題である。
【東地区、北地区】
新型コロナウイルスの影響により中止
とする回もあったが、基本的な感染対
策を徹底し開催することができた。

B 生涯学習課

73
ふれあい自然科学ク
ラブ

学に親しみながら共同学習等を開催し、
家庭や地域の教育力の向上に努めます。

【公民館】
活動実績　７回
参加者数　３１人

【公民館】
新型コロナウイルスの影響により４月
から８月、１０月分が開催中止となっ
た。
講座内容を精査してより科学の楽しさ
を分かるものにしたい。

C 生涯学習課

74
子育てフェスティバ
ル

相互交流できる場を提供することを通
じ、地域の家庭教育に対する意識向上を
目的としたフェスティバルを実施しま
す。

配信動画数　　９本
動画再生回数　１，６７８回（延べ）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止のため、会場での開催ではなく、
市公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルを使
用した動画制作、配信を行った。初の
試みとなったが、想定よりも多くの
方々に視聴していただけた結果となっ
た。
また、動画配信としたことで、新たに
協力団体が加わり、つながりができ
た。

A 生涯学習課

75 こころの育児講座

庭教育に対する意識の変革を目指すため
に、ワークショップなど先進的な手法で
育児の不安を解消し、仲間づくりのため
の講座を開催します。

活動実績　３回
①１１月７日（日）
②１２月３日（金）
③１２月１７日（金）
②③は連続講座
参加者数　２６人　（合計）

中止　連続４講座
①９月２４日（金）
②１０月１日（金）
③１０月８日（金）
④１０月１５日（金）

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り中止したものもあったが、①～③の
講座は開催できた。
②③は初めてＺＯＯＭを使用して講座
を開催した。連続講座であったため、
学びを深めることができたようで、講
座終了後のアンケートでも前向きな感
想を多くいただくことができた。 B 生涯学習課

76
親と子が共に育つ教
室

て･社会参加等の基礎学習を行います。
【公民館】
活動実績　０回

【公民館】
新型コロナウイルスの影響により本年
度は中止とした。 E 生涯学習課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

77
幼児を持つファミ
リー学級

りと自立を目指すことを目的とした学級
講座を開催します。

【東地区】
活動実績　３回
参加者数　２５人（年間）

【東地区】
新型コロナウイルスの影響により中止
とする回もあったが、基本的な感染対
策を徹底し開催することができた。 B 生涯学習課

78 子育てわくわく学級
仲間づくりを目指します。

【北地区】
連続講座５回実施
修了者数　１２人

定員や開催時間を縮小しながら開催を
実現し、参加者間で活発な交流も進み
目的を達成することが出来た。 B 生涯学習課

79 地域学校との交流会
となることを目的に、座間養護学校との
交流を図ります。

【公民館】
令和３年度は新型コロナウイルスのため、
開催中止とした。

【公民館】
令和３年度は新型コロナウイルスの影
響により、開催中止とした。 E 生涯学習課

80 おもちゃ病院

気持ちを育てるため、家庭教育として開
設します。

【公民館】
活動実績　５回
　　　　（４月・６月・８月・１０月・１
２月）
外来延べ　１６件
入院延べ　４５件
新型コロナウイルスのため、開催回数減
【東地区】
活動実績　５回
利用者数　２２人（年間）
【北地区】
利用者数　９３人（延べ）

【公民館】
新型コロナウイルスの影響により、２
月は中止とした。
ＬＩＮＥなどで周知した結果応募者が
増加するなど効果があった。
【東地区】
新型コロナウイルスの影響により中止
とする回もあったが、基本的な感染対
策を徹底し開催することができた。
【北地区】
定員や開催時間を縮小しながら開催を
実現し、参加者間で活発な交流も進み
目的を達成することが出来た。

B 生涯学習課

81 家庭教育推進講座

していける環境を目指すため、子育て中
の親やこれから親になる方等を対象に子
育て支援講座を開催します。

・家庭教育推進講座
①１２月１９日（日）
参加者数　大人：１０人

・夫婦で学ぼう子育て講座
②令和４年２月２０日（日）
参加者数　大人：５人、子：５人
（参加組数　４組）

中止　夫婦で学ぼう子育て講座
　　　９月１２日（日）

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、中止とした講座もあったが、①②
の講座は開催することができた。
①では初めて児童相談所から児童心理
司を講師としてお招きした。受付期間
終了前に定員まで達し、本講座の需要
の高さを感じた。
②では、ＺＯＯＭを使用して親子で気
軽にできる体操の講座を実施した。オ
ンラインという制限がある中でも、親
子で楽しく参加されている様子を見る
ことができた。①②共に、講座終了後
のアンケートでは、非常に前向きな感
想をいただくことができた。

B 生涯学習課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

82 子育て家庭教育講座

するため、市内小中学校ＰＴＡ、幼児
サークルに委託し、子育て家庭教育につ
いての講座を開催します。

ＰＴＡ家庭教育講座
活動実績　３回（２団体）
参加者数　４３人（延べ）
中止　１団体

家庭教育委託講座
活動実績なし

市民を対象にした家庭教育委託講座
は、新型コロナウイルス感染症の影響
からか応募がなかった。ＰＴＡ家庭教
育委託講座は、１団体は企画したもの
の中止という結果となり、講座の実施
は２団体にとどまった。

C 生涯学習課

83 ＰＴＡ指導者研修会

の活動が円滑に運営できるように、役員
としての心構えや活動の在り方を学ぶ研
修を開催します。

①本部役員研修会
②成人教育委員研修会
③学年・学級委員研修会
いずれも６月に実施
参加者数　３４人（延べ）
（①、②は動画配信、③は会場での研修）

ＰＴＡの意向を伺った結果、広報委員
及び地区委員の研修会は中止となっ
た。新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、感染症対策を十分に講じな
がら、対面での研修会も開催すること
ができた。コロナ禍でＰＴＡ活動に制
限が続く中ではあるが、参加者同士の
交流時間を設け、情報共有など行うこ
とができた。

C 生涯学習課

84 家庭教育研究集会

方、地域との関わりについて考えること
により、家庭や地域の充実と教育力の向
上を図るための研究集会をＰＴＡと共催
で開催します。

１２月１０日（金）
参加者数　４５人
サニープレイス座間　多目的室

感染者数が減少してきた頃の開催とい
うこともあり、制限していたグループ
ワークや、その場で体を動かしたりな
どすることができ、その結果からか参
加者からも、研修会内容について非常
に良い回答を多くいただくことができ
た。実行委員会議も、本年度は２回共
対面会議を行う行うことができ、事前
の準備も不足なく行うことができた。

B 生涯学習課

85 パパと遊ぼう
とで父親の育児参加を促すための講座を
開催します。

【公民館】
活動実績　１回（１１月）
参加者数　４４人

【公民館】
幼児とその父親を対象とした子育て支
援講座だが、おおむね予定で通り事業
を行えた。 A 生涯学習課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

86 読書普及活動

サービスを展開するため、図書館、公民
館図書室をオンラインで結んでサービス
を行うほか、直接利用が困難な地域につ
いては移動図書館によるサービスを行い
ます。

直接利用のほか、学校図書館や教員との
連携も図っています。

市内全小学校への移動図書館の巡回
事業実績
4月　子ども読書の日ワークショップ　参加
者8組
7月　親子講座（午前・午後）　参加者各10
組
12月　としょかんクリスマス会　参加者15
組
3月　春休みおたのしみ会　参加者23組
POPコンクール　応募数128点
調べる学習コンクール　応募数25点
電子図書館　令和3年度末　蔵書数3,756冊

移動図書館では、令和元年度より小学
校全11校への巡回を開始したことで、
読書普及活動へ貢献した。令和3年度は
コロナ禍の影響を受けつつも、予定通
り巡回した。
講座等についても、緊急事態宣言等の
発令により一部中止となったものの、
コロナウイルス感染防止対策を整え、
例年より定員を削減した形で講座等を
開催した。また、表彰式等を省略した
形でのPOPコンクールの開催や、公募の
みによる調べ学習コンクールへの参加
等を行った。
令和2年9月より電子図書館を開始、児
童書やライトノベル等、幼児～若者向
けの図書の貸出を行っている。

B 図書館

87 ブックスタート

象に、赤ちゃん用の絵本、図書館の利用
案内等が入ったトートバック（ブックス
タートパック）をBCGの接種時に配付し
ます。

聞かせの実演や、幼い頃からの読み聞か
せや読書の重要性を訴える等、継続的に
読書普及に取り組みます。

令和3年度ブックスタートパック配布数
783セット
ボランティアによる読み聞かせは中止

令和元年度まで行っていたBCG手段接種
が、コロナ禍の影響で中止となった
が、令和2年12月より4か月検診時の配
布を開始したため、配布数は回復して
いる。
今後は、より効率的な配布方法を模索
し、それに係る担当課とも連携を図
り、事業を滞りなく進めていく。 B 図書館
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

（２）子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備

88
豊かな心育成推進事
業

全体を通じて、知・徳・体の調和の取れ
た人間育成をしていくことです。

実現を目指した取組を重点として推進し
ます。

・「豊かな心を育むひまわりプラン」を学
校だけでなく、座間市ＨＰや自治会掲示板
などを活用し家庭や地域に広く周知した。
改定に向けて会議を設けた。
・児童生徒にQ-U（学校生活における意欲や
満足感を測定する調査を行った。希望に応
じ講師を派遣した。

・新型コロナウイルス感染症の感染拡
大により、家庭や地域に周知する機会
が減少したが、回復に努めた。また、
改定に向けて検討を進めた。
・分析を行い、学級集団に対する指導
や個別の支援に活用し、いじめ等の未
然防止につなげるよう努めた。Q-Uの講
師を招いての研修は、活用に繋がる価
値のあるものとなった.

B 教育指導課

89
こころ・ときめきス
クール推進事業

むとともに、児童生徒一人ひとりの「生
きる力」の育成を目指して地域（学校
外）教育力を生かした教育活動等を展開
し、創意に富んだ特色ある学校づくりを
推進します。

・１７校で積極的に取り組んだが、実績と
しては、コロナ禍ということもあり、事業
の展開の難しさがあった。

・コロナ禍の中ではあるが、継続的に
地域の方々と連携・協働を進められる
よう取り組んだ。児童生徒の健康安全
と学校独自の特色ある教育の推進との
バランスをとりながら、豊かな心を育
むために各校が工夫し昨年度より充実
した事業が展開された。

B 教育指導課

90 教育支援教室事業

グ、集団での活動、教育指導等を組織
的・計画的に行い、児童生徒の精神的自
立を援助します。

令和3年度の通室生は中学3年生が5人。5人
全員が、公立高校もしくはサポート校に進
学した。

生徒一人ひとりの個に応じた細やかな
指導と、集団生活・活動を通して体験
と学びの積み重ねにより、効果的な自
立支援ができた。 B 教育指導課

91
外国語指導助手派遣
事業

（ＡＬＴ）を派遣し、各学校での外国語
教育・英語教育の充実と国際理解教育を
推進します。

小学校３，４年生の外国語活動に各クラス
平均３５時間、５，６年生の外国語の授業
に各クラス平均４０時間および中学校外国
語の授業に各クラス平均２０時間（特別支
援学級は平均５時間）ＡＬＴを派遣し、英
語教育の充実を図った。

小学校では全校でEnglish Dayを実施
し、ＡＬＴを積極的に活用することで
児童の外国語学習に対する意欲が高
まった。また、各学校において授業内
外でＡＬＴが児童生徒と交流を深め、
国際理解を推進することができた。

A 教育指導課

92 特別支援教育事業

特別支援教育支援員
市内の小・中学校在籍の特別な配慮を要
する児童生徒に対し、一人ひとりの教育
的ニーズに合ったきめ細かな支援を行い
ます。

令和３年度から介助員・特別支援教育補助
員の業務を一本化し、「特別支援教育支援
員」として市内１７校に５４名を配置し
た。
特別支援学級に在籍する児童生徒に対する
生活面での支援および通常級に在籍する特
別な配慮を要する児童生徒に対する支援を
行った。

特別支援学級に在籍している児童生徒
への介助や、発達障がい等の配慮を要
する児童生徒に対しての学習・生活支
援を行うことができた。また、通常級
に在籍する支援を要する児童生徒に対
しても適切な支援を行うことができ
た。介助員・補助員を一本化したこと
により、各学校が支援を必要とする児
童生徒のニーズを把握しながら、適切
な支援に生かすことができるように
なったが、まだ配置が十分ではないた
め、今後さらなる拡充を目指す。

B 教育指導課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

93
外国人子女日本語指
導協力者派遣事業

童生徒に対して、教員の指導に協力する
者を派遣し、学校教育の円滑な推進と児
童生徒の健全な育成及び国際理解教育の
推進を図ります。

小学校児童84人に対し、のべ1041回
中学校生徒30人に対し、のべ224回
合計　1265回実施（内通訳148回）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
により、転入児童生徒等が少なかった
が、その分必要とする児童生徒の指導
を手厚くすることができた。 B 教育指導課

94
中学校部活動指導者
派遣事業

として専門的技術を有する者を派遣し、
部活動指導の充実を図ります。

年間指導派遣回数1208回の実績を残せた。 ・部活動指導者の派遣により、安全
面、技術面ともに充実した部活動の運
営がなされてきている。今後も継続し
ていきたい。 B 教育指導課

95 教育相談事業

る悩み等について、有効・適切な助言や
援助を行い、問題の解決に寄与します。

び不登校対策の充実を図ります。

クールカウンセラー）を設置し、保護者
や児童からの悩み等について、有効・適
切な助言や援助を行い、問題の解決に寄
与します。

令和3年度小学校学校教育心理相談員（ス
クールカウンセラー）相談実績：（数）
相談件数（合計）：2476
○いじめ：8
○不登校：794
○学習・進路：242
○性格・行動：747
○学級・学校：194
○家庭：200
その他：291

小学校学校教育心理相談員（スクール
カウンセラー）の相談体制の充実や関
係機関との連携の高まりによって、悩
みを抱えた多くの児童や保護者等と相
談を行うことができた。

B 教育指導課

96
学校支援及び学校司
書支援

書に関する支援、特に団体貸出用資料の
充実等を図ります。

館の学校司書の研修を教育研究所ととも
に行うほか、問い合わせ等に応じるため
のグループウェアの構築、データベース
の一元化等、学校図書館を支援する事業
を実施します。

学校司書研修に参加。
『総合百科事典ポプラディア』等の購入

令和3年度は全ての学校司書研修に参
加、また、座間市学校連携ツールを活
用し、連絡を密にとった。
また、学校向け団体貸出用資料とし
て、学校からの希望があった事典類の
増強を図った。

B 図書館
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

（３）新・放課後子ども総合プラン等に基づく取組の推進

97
放課後児童健全育成
事業（児童ホーム）

い小学生に対し、授業の終了後に小学校
の余裕教室、児童館等を利用して適切な
遊び及び生活の場を与えて、その健全な
育成を図ります。

しており、今後も必要な学区への整備
等、需要に対する供給体制の確保を図り
ます。

A 子ども育成課

98 児童館の運営

全育成の場所として、子どもの居場所づ
くりに努めます。

座間　5,326人
鳩川　2,129人　　　　　　4か所で実施
ひばりが丘南　4,266人　　合計　16,792人
相模野　5,071人

放課後や休日に多くの児童が利用する
場を提供する事が出来た。

A 子ども育成課

99 放課後子ども教室

どもたちの安全・安心な活動拠点を設
け、地域の方々の参画を得て、子どもた
ちが心豊かに主体的・創造的に生きるこ
とができる資質や能力を育成します。

市内１１小学校で活動を行った。新型コロ
ナウイルス感染症の影響により活動を中止
した月もあった。

各校の活動回数及び参加人数
・入谷小       　37回　1,722人
・ひばりが丘小　 45回　2,171人
・立野台小       40回  1,300人
・相武台東小　　 47回  1,560人
・東原小　　　　 37回  1,010人
・旭小　　　　　 42回  1,613人
・中原小　　　　 38回  1,161人
・座間小　　　　 11回  　342人
・栗原小　　　　 32回  1,182人
・相模野小　　　 20回  　542人
・相模が丘小　　 25回  　830人

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、当初の予定より活動回数が減少し
たが、学年を分けて感染症対策を行い
ながら実施した。感染症が流行中でも
放課後の児童の居場所づくり、働いて
いる保護者の支援のために、今後も引
き続き感染症対策を徹底しながら、活
動を継続していく。

C 青少年課

基本目標４子ども・子育てに安全で安心な地域づくりの推進

（１）安心して外出できる環境、安全・安心な生活環境の整備

100 公園等整備事業

・公園等の整備を計画的に行い、身近な
公園づくりを推進します。

東原仲よし小道整備工事　　　　　　　Z-
1,2工区L=166ｍ（全体延長L=507ｍ）
・歩道と自転車道を整備し、桜2本を植樹

歩行者と自転車が混在していた公園敷
地内に、自転車道・歩道・園路と分離
した為、接触事故を未然に防ぐことが
出来た。桜の老木化による倒木・枝落
ちを未然に防止した。

A 公園緑政課

地域子ども・子育て支援事業の評価報告書参照
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

101 公園等維持管理事業

・既設公園等の維持管理等を行い、安全
で利用しやすい公園づくりを推進しま
す。

148公園・広場　子ども達も含め公園利用者
が快適に使用できるように年間1,192件の苦
情要望を受け対応した。

各遊具、公園施設（トイレ、水飲み
場、ベンチ、公園灯等）、雑草・樹木
の剪定、害虫駆除、不法投棄等を日々
管理し快適に公園を利用できるように
した。

B 公園緑政課

102 公園等施設点検事業

・既設公園等施設の点検を行い、誰でも
安心して利用できる施設づくりを推進し
ます。

遊具の設置されている126公園の411遊具を
年２度の点検を行った。

事前に不具合を見つけ、修理や交換、
使用禁止としたり、事故が発生しない
ようにした。 B 公園緑政課

103 総合交通対策事業

・交通安全総点検結果を踏まえ、道路施
設等の改善を行い交通の安全性を高めま
す。

北部地区、南東部及び西部地区それぞれの
総合交通対策事業として69,666千円を執行
した。

今後も利用者の利便性、安全性を図る
ため、引き続き計画的な総合交通対策
事業を進める。 B 道路課

104
交通安全施設整備事
業

・照明灯、道路反射鏡、ガードレール及
び警戒標識を設置し、交通の安全と円滑
化を図ります。

交通安全施設整備事業として6,657千円を執
行した。

今後も交通の安全と円滑化を図りま
す。

B 道路課

（２）子どもの交通安全を確保するための活動の推進

105
子どもの交通安全教
育

・小学校等において、交通安全教室や自
転車乗り方教室を実施し、子ども自身の
交通安全意識を高めます。

令和３年度自転車交通安全教室実施数　４
回（３２０名）
令和３年度幼児交通安全教室実施数
３３回（１，０４４名）

対象児童に合わせた適切な交通安全教
育を実施し、交通安全意識の向上に努
めた。 A 市民協働課

106
学童交通安全指導員
の配置

・通学路（危険箇所）に学童交通安全指
導員を配置し、子どもの交通安全指導等
に努めます。

指導員数　８名
指導日数　約２００日

登校日に合わせ、学童交通安全指導員
を配置し、児童の交通事故防止に努め
た。 A 市民協働課

107 啓発物の配布

・新入学児童へ黄色い帽子やランドセル
カバーの配付を行い、交通事故防止や交
通安全の啓発を図ります。

令和４年度座間市立小学校の新入学児童に
対して、次のとおり配付した。
・黄色い帽子　男子用（野球帽）５２１
個、女子用（メトロ帽）５００個、計１，
０２１個（市が用意）
・ランドセルカバー（座間ロータリークラ
ブより寄贈）
・ワッペン（株式会社みずほフィナンシャ
ルグループ、損害保険ジャパン株式会社、
明治安田生命保険相互会社及び第一生命保
険株式会社より寄贈）
・交通安全啓発冊子及び反射リストバンド
（座間交通安全脅威会より寄贈）

新入学児童を交通事故等から守るため
の注意喚起を促した。

A 学校教育課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

（３）子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進

108 防犯啓発活動

・くらし安全安心指導嘱託員を配置し、
青色防犯パトロール車による防犯パト
ロールの実施に努めます。

・座間防犯指導員連絡会と連携した青色防
犯パトロール実施数　約５０回
・西中学校区　児童生徒健全育成連絡協議
会との合同パトロール　６回
・くらし安心安全指導員による日常的な防
犯パトロールを実施した。

令和３年度はコロナの影響もあり、他
団体と連携した防犯パトロールは、当
初予定していた実施数よりも少なく
なってしまったが、ポイントを絞った
効果的な防犯パトロールの実施を心掛
けた。

B 市民協働課

109 防犯灯の設置・管理

・防犯灯の設置・維持管理を行い、夜間
の防犯対策等に努めます。

防犯灯新設数　４８灯
防犯灯維持管理数　８，３０３灯

市民、自治会、議員からの要望に応じ
て、効果的な防犯灯の設置を行った。 A 市民協働課

110 防犯カメラの設置

・市内の通学路等を中心に防犯カメラの
設置・維持管理を行い、犯罪の抑止に努
めます。

・防犯カメラの画像提供件数　４６案件
（６６箇所）
・画像提供先　座間警察

管理・運用している１１２基の防犯カ
メラについて、犯罪の早期解決及び未
然防止のための有用な手段として、認
識が強まった。 A 市民協働課

111 街頭補導活動

・青少年の非行を未然に防止するため、
専門補導員や各地区の青少年補導員によ
る街頭パトロール等を実施します。

青少年専門補導員や青少年補導員等が、日
中や夜間等にパトロールし、声かけを行っ
た。
街頭パトロール（延べ）
実施回数　468回
従事人数　1,073人
補導人数　0人
声かけ人数　291人

新型コロナウイルス感染症の影響によ
りパトロールを縮小して実施したが、
青少年の健全育成は普遍的に必要な活
動であるため、今後も継続していく。 C 青少年課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

112 こども110番の家

・不審者からの声かけ、わいせつ、つき
まとい、ちかん行為等から子どもを守る
緊急避難場所として「こども110番の
家」を充実し、子どもが被害者となる犯
罪の防止に努めます。

市内６中学校区の青少年健全育成連絡協議
会を活動主体として、一般家庭や関係機関
などの協力により、子どもたちの避難場所
及び犯罪の抑止力となる「こども110番の
家」の活動を市内全域で進めた。
令和３年度設置数　1,575箇所

不審者からの声かけ、わいせつ、つき
まといなどから、子どもたちを守るた
めの緊急避難場所又は犯罪の抑止力と
して、今後も地道な啓発活動が必要で
ある。 B 青少年課

113
学校安全対策指導員
の配置

・児童生徒を取り巻く環境をよりよく整
えるために、学校安全対策指導員を配置
し、学校の安全管理及び児童生徒の安全
確保に努めます。

学校安全対策指導員が、市内小中学校を巡
回し、学校安全の確認をし、危険な状況の
改善など学校に対して指導及び助言を行う
ことで、学校の安全確保に繋げることがで
きた。

元警察官が指導員として市内小中学校
を巡回し、学校の安全管理体制の充実
と安全意識の向上を図っている。 A 教育指導課

114
市内小学生（新入学
児童）に防犯ブザー
を支給

・市内小学生（新入学児童）に防犯ブ
ザーを支給し、子どもが被害者となる犯
罪の防止に努めます。

市内小学生（新入生児童）及び転入児童に
防犯ブザーを支給した。

防犯ブザーを携帯することにより、子
どもの安全意識を高めるとともに、犯
罪を抑制する効果があった。 A 教育指導課

基本目標５要配慮・要保護の児童や家庭への支援の充実

（１）児童虐待防止対策の充実

115
座間市要保護児童対
策地域協議会

・関係者・関係機関による座間市要保護
児童対策地域協議会を開催し、必要な支
援のための連絡調整を行い、児童虐待の
防止と迅速な対応に努めます。

・代表者会議(1回)では、実務者会議が円滑
に運営されるよう環境整備した。実務者会
議(6回)では、新規に受理した全ての要保護
児童等のケース把握と情報共有に努めた。
個別ケース検討会議は必要時開催し、支援
方法等の検討をした(令和3年度68件)。

新型コロナウイルス感染症対策の影響
による生活様式の変化により、子ども
の見守り機会が減少し、児童虐待のリ
スクは依然として高い。子どもを守る
サポートネットワークの機能を活用
し、関係機関と情報共有するなどし、
子どもを守る環境づくりに努めた。

B 子ども政策課

116
児童虐待防止に向け
た市民への普及啓発

虐待防止啓発講演会及び親支援講座、学
生に向けた児童虐待防止の予防教育など
の開催を通じて、児童虐待防止の普及啓
発に努めます。

・親支援講座(受講者10人)
・児童虐待防止啓発講演会(参加者91人)

親支援講座を開催し、子育て中の保護
者が話し合いながら、自分に合った子
育ての方法を考えられる機会を設け
た。また、児童虐待防止啓発講演会で
は、社会的に注目の高い「ヤングケア
ラー」について取り上げ、周知を実施
した。

C 子ども政策課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

（２）ひとり親家庭の自立支援の推進

117
ひとり親家庭の粗大
ごみ減免

減免の申請ができます
ひとり親家庭を対象に滞りなく粗大ごみ減
免申請の受理および粗大ごみ収集を行っ
た。

ひとり親家庭を対象に滞りなく粗大ご
み減免申請の受理および粗大ごみ収集
を行った。 A 資源対策課

118
母子家庭等自立支援
給付金事業の推進

母子家庭等自立支援高等職業訓練促進給
付金により、雇用の促進を図ります。

高等職業訓練促進給付金：６件（保育士・
社会福祉士（２）・歯科衛生士・正看護
師・システム関係）
教育訓練給付金：３件（精神保健福祉士・
実務者研修・初任者研修）

給付金の支給により生活の経済的負担
を軽減し、安定した修業環境が提供で
きた。 B 子ども育成課

119
ひとり親家庭等日常
生活支援事業の推進

活援助や保育サービスが必要な家庭に対
し、家庭生活支援員を派遣します。

生活支援１１件 緊急に困難になった場合に支援するこ
とで、ひとり親が孤立することなく、
安心安定を提供できた。 B 子ども育成課

120
母子父子自立支援員
による相談

・他の関係機関と連携しながら、子育て
や生活、就労等の様々な分野の総合窓口
として相談に対応します。

母子家庭：1,245件
父子家庭：90件

ひとり親が抱える問題に対し、個々の
状況に応じて問題解決に必要な情報提
供や助言を行った。 A 子ども育成課

121
ひとり親家庭等医療
費助成事業

・ひとり親家庭等の生活の安定と、自立
を支援するために、保険適用を受ける医
療費の自己負担分を助成します。

助成件数：20,244件
助成金額：57,775,749円

母子・父子家庭に対して医療費の助成
を行うことにより、生活の安定を図っ
た。 B 子ども育成課

122 児童扶養手当

・父母の離婚等によって、父又は母と生
計を同じくしていない児童について、手
当を支給します。

受給者数：825人
給付額：331,120,190円

母子・父子家庭等の生活の安定と福祉
の増進を図った。 B 子ども育成課

123
神奈川県母子父子寡
婦福祉資金の貸付

・母子家庭等の経済的自立支援のため、
子どもの修学、修学支度等の貸付けを行
います。

０件 高校・大学への進学について、国と県
からの補助金・給付金が充実し、貸付
の利用者がいなかったが、連帯保証人
を見つけられない方や、納入期限が間
に合わない場合には社会福祉協議会に
繋げ、修学を妨げることのないように
情報提供し、支援を実施した。

A 子ども育成課

124
ひとり親家庭等支援
施策･制度の情報提
供の充実

・ひとり親家庭等の福祉施策・制度に関
する情報について、より入手しやすく分
かりやすく情報提供します。

離婚前後、児童扶養手当申請時、現況時に
全員に情報の周知。広報（随時・毎年12
月）ホームページは最新の情報提供してい
る。

最新の情報を提供出来るように随時更
新をしている。

A 子ども育成課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

125
子育て援助活動支援
事業（ファミリー・
サポート事業）

預かり等の援助を受けることを希望する
者と、協力会員として当該援助を行うこ
とを希望する者との相互援助活動に関す
る連絡、調整を行います。

用できます。 C 子ども育成課

126
JR定期乗車券の割引
制度

子家庭の方や、生活保護世帯の方が、JR
通勤定期券を購入する場合、３割引きに
なります。

購入証明書発行件数：２５件 母子・父子家庭の支援の一つとして実
施した。

A 子ども育成課

127
水道料金・下水道使
用料の減免

下水道使用料の一部を減免します。
ひとり親家庭について、水道料金の基本料
金及び下水道使用料の基本使用料を減免し
ます。
Ｒ3年度減免実績　896件

母子・父子家庭の支援に有効

A 経営総務課

（３）障がい児施策の充実

128 児童発達支援事業

児に対し、グループ指導を通じ日常生活
における基本的動作の習得と集団生活に
適応できるよう支援を行います。

能できるか、検討します。

座間市サニーキッズ
開所日数　224日
延べ利用人数　3856人

通所希望児が待機することなく利用開
始することができた。
現在委託している座間市サニーキッズ
の機能を拡大させ、児童発達支援セン
ターとして令和５年度開設予定であ
る。 A 障がい福祉課

129 日中一時支援
を目的に、日中における活動の場を提供
します。

座間市立通園センター
開所日数　28人
開所日数　357日

障がい児者の日中の居場所の確保や家
族の介護負担軽減・就労支援に関して
支援した。 B 障がい福祉課

130
医療的ケア児の支援
のための総合的な支
援体制の構築

議の場を設置できるよう、併せて、医療
的ケア児に対する関連分野の支援を調整
するコーディネーターの配置を検討しま
す。

・座間市医療的ケア児支援協議会を開催し
た。
・座間市医療的ケア児サポートブックを作
成した。
・新規ケースとの面談を実施した。

協議会開催はコロナ禍の影響で、１回
に留まった。訪問看護事業所に協議会
の委員として参加を依頼した。座間市
医療的ケア児サポートブックを作成
し、次回協議会で承認を得て、医ケア
児世帯に各戸配布予定。新規ケースを
把握した場合には対面で聞き取りを実
施した。座間市の医療的ケア児支援の
枠組み構築に向けた取り組みが行えて
いる。

B 障がい福祉課

地域子ども・子育て支援事業の評価報告書参照
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

131 障害児相談支援

載した「障害児支援利用計画」を作成
し、関係者との連絡調整等を行います。

502件中249件（利用率49.6％）が障害児相
談支援を利用した。

障害児相談支援の利用者は前年度と比
べると減少した（前年度利用率：
54.9％）。計画の内容から関係機関と
連絡調整等を行った。 C 障がい福祉課

132 教育相談事業

る悩み等について、有効・適切な助言や
援助を行い、問題の解決に寄与します。

び不登校対策の充実を図ります。

令和3年度小学校学校教育心理相談員（ス
クールカウンセラー）相談実績：（数）
相談件数（合計）：2476
○いじめ：8
○不登校：794
○学習・進路：242
○性格・行動：747
○学級・学校：194
○家庭：200
その他：291

小学校学校教育心理相談員（スクール
カウンセラー）の相談体制の充実や関
係機関との連携の高まりによって、悩
みを抱えた多くの児童や保護者等と相
談を行うことができた。

B 教育指導課

基本目標６子どもの未来を応援する支援の充実

（１）教育の支援

133
生活保護制度に係る
高等学校等就学費の
支給

該世帯の自立助長に効果的であると認め
られる場合について、原則として当該学
校における正規の就学年限に限り支給し
ます。

就学費の支給者４４名 漏れなく支給した。

A 生活援護課

134
生活保護世帯の高校
生等のアルバイト収
入等の収入認定除外

ることができるものとされた者の収入の
うち、次に掲げるものを収入として認定
しません。
（ア）保護の基準に規定する高等学校等
就学費の支給対象とならない経費及び高
等学校等就学費の基準額で賄いきれない
経費であって、その者の就学のために必
要な最小限度の額
（イ）当該被保護者の就労や早期の保護
脱却に資する経費に充てられることを保
護の実施機関が認めた場合において、こ
れに要する必要最低限の額

(ア)該当なし
（イ）1名

該当者に対し、認定及び控除を行っ
た。

A 生活援護課
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目標 施策 No 事業名 事業の内容及び方針
令和３年度取り組み状況

及び事業実績
評価 達成度 担当課

資料２－１

135
子どもの学習・生活
支援事業

保護世帯を含む生活困窮者の子どもや養
育者である親に対し、日常生活や社会生
活に関する支援、不登校や育児不安に関
する養育支援、学習支援等を行います。

継続支援者数　28件
新規支援者数　7件

若年母子に対し、孤立しないよう繋が
りを作り、家庭全体の状況を確認し
た。また、地域の方々からの支援も得
ることができ、子どもの孤立を防ぐこ
とができた。 A 生活援護課

136
神奈川県母子父子寡
婦福祉資金の貸付

経済的な自立や子どもの修学のための資
金貸付を行います。

０件 高校・大学への進学について、国と県
からの補助金・給付金が充実し、貸付
の利用者がいなかったが、連帯保証人
を見つけられない方や、納入期限が間
に合わない場合には社会福祉協議会に
繋げ、修学を妨げることのないように
情報提供し、支援を実施した。

A 子ども育成課

137
実費徴収に係る補足
給付を行う事業

が、特定教育・保育等又は特定子ども・
子育て支援等の提供を受けた場合におい
て、当該支給認定保護者が支払うべき実
費徴収に係る費用（教材費・行事費等、
給食費（副食費））の一部を補助しま
す。

B 保育課

138 座間市奨学金

望する市内在住者のうち、経済的な理由
により進学が困難な方を対象に、無利子
の奨学金貸付制度を設けています（一定
の資格あり）。

広報ざま、ホームページ及び市内中学校在
籍の中学３年生に案内を配布し、制度周知
を行ったが、貸付実績は０件であった。

本市の案内だけではなく、保護者から
の問い合わせや相談の際には、県が実
施する高等学校奨学金貸付制度の情報
提供等にも務めた。 B 教育総務課

139 就学援助
学用品や給食費等の費用の一部を援助し
ます

経済的理由により、就学が困難な児童生徒
の保護者に対し、滞りなく援助を行った。

保護者の負担軽減につながった。

A 学校教育課

140
特別支援教育就学奨
励費

の就学のために、市内小中学校に在籍す
る児童生徒の保護者の経済的負担を軽減
し、特別支援教育の普及奨励を図ること
を目的として、その負担能力の程度に応
じ、特別支援教育就学奨励費を支給しま
す。

特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者
に滞りなく特別支援教育就学奨励費を支給
した。

保護者の負担軽減につながった。

A 学校教育課

地域子ども・子育て支援事業の評価報告書参照
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141 教育相談事業

し、市内小中学校に通う児童生徒及び保
護者を対象に、教育に係る相談を電話・
来所にて受け付け、問題解決に向けての
助言・援助等を行います。

令和3年度相談実績：件数
相談件数（合計）：1096
○学校関係：981
・進路2 ・学習131 ・不登校374
・学校生活467 ・いじめ7 ・転校0
○家庭関係：94
・家庭教育0 ・家庭暴力0
・家庭生活94
○その他21

小・中学校の教育相談体制の充実や学
校と相談機関の連携の高まりによて、
悩みを抱えた多くの児童生徒や保護者
と相談を行うことができた。市のSSW、
県のSSWの連携によって、そのケースに
合った機関につなげることができた。
（SSW：スクールソーシャルワーカー） B 教育指導課

142
スクールソーシャル
ワーカーの配置

カーを配置し、市内小中学校に通う児童
生徒及び保護者等を対象に、その児童生
徒や保護者等が抱える困り感に対し、関
係機関につなぐとともに、支援・援助を
行います。

令和3年度市スクールソーシャルワーカー実
績：件数（合計）：646
・家庭訪問：7
・学校訪問：96
・他機関訪問：65
・研究所にて対応：36
・電話対応：442

学校と教育研究所の連携、市と県のSSW
の連携によって、ケースに応じた対応
をすることができた。

B 教育指導課

（２）生活の支援

61と同じ

B 健康づくり課

相談件数１３５件
うち関係機関と連携したもの５７件

育児に関する総合窓口として関係機関
と連携し、情報提供や助言を行った。 A 子ども政策課

144
住居確保給付金

困窮し、住宅を喪失している方又は喪失
するおそれのある方を対象として家賃相
当分の住居確保給付金を支給するととも
に、就労支援員による就労支援等を実施
し、住居及び就労機会の確保に向けた支
援を行います。

相談件数　285件
支給決定者　168件

本給付金を活用し、住居や就労機会の
確保に努めた。

A 生活援護課

145
生活困窮者自立支援
事業

題について、生活困窮者からの相談に応
じ、必要な情報提供及び助言を行うとと
もに、様々な支援を一体的かつ計画的に
行うことにより、生活困窮者の自立の促
進を図ります。

新規相談件数　784件
支援プラン作成件数　245件

生活困窮者からの相談に応じ、情報提
供及び助言を行い、関係機関と連携
し、自立を促すことに努めた。

A 生活援護課

ネウボラざまりん
（子育て世代包括支

援センター）

況確認し、必要時に関係機関と連携しま
す。また様々な分野の総合窓口として関
係機関を紹介します。

143
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146
地域子育て支援拠点
事業

についての相談、情報の提供、助言その
他の援助を行います。 A 子ども政策課

147
ひとり親家庭等日常
生活支援事業の推進

活援助や保育サービスが必要な家庭に対
し、家庭生活支援員を派遣します。

生活支援１１件 緊急に困難になった場合に支援するこ
とで、ひとり親が孤立することなく、
安心安定を提供できた。 B 子ども育成課

148
母子父子自立支援員
による相談

や生活、就労等の様々な分野の総合窓口
として相談に対応します。

母子家庭：1,245件
父子家庭：90件

ひとり親が抱える問題に対し、個々の
状況に応じて問題解決に必要な情報提
供や助言を行った。 A 子ども育成課

149

ひとり親家庭等支援
施策･制度の情報提
供の充実

する情報について、より入手しやすく分
かりやすく情報提供します。

離婚前後、児童扶養手当申請時、現況時に
全員に情報の周知。広報（随時・毎年12
月）ホームページは最新の情報提供してい
る。

最新の情報を提供出来るように随時更
新をしている。

A 子ども育成課

（３）保護者に対する就労の支援

150
生活保護制度に係る
就労自立給付金

などにより、６か月以上保護を必要とし
ない収入を得ることができると認められ
る場合は、その被保護者の申請により、
就労自立給付金を支給します（過去にこ
の給付金を受けてから３年以内の場合
は、原則不支給）。

該当者数　１６件 おおむね支給できた。

B 生活援護課

151

生活保護制度に係る
被保護者就労支援事
業

・就労の支援に関する問題につき、被保
護者からの相談に応じ、必要な情報の提
供及び助言を行います。

就労支援者数　２０８件
就労を開始した者　４０件
うち生活保護廃止者　１２件
増収・転職した者　０件
うち生活保護廃止者　０件

稼働年齢層からの相談に応じ、情報提
供及び助言を行い、関係機関と連携
し、自立を促すことに努めた。 A 生活援護課

152
就労支援（ハロー
ワーク出張相談）

る母子家庭・生活保護世帯への就労相談
が受けられます（月1回、13時～16
時）。

奇数月の指定する日の１３時からと１４時
からの二枠に相談を受け付け。

ハローワークを利用したいが、幼い子
どもを抱えて遠方まで行けない方が、
利用しやすいように相談の場を提供し
た。 A 子ども育成課

153
母子家庭等自立支援
給付金事業の推進

母子家庭等自立支援高等職業訓練促進給
付金により、雇用の促進を図ります。

高等職業訓練促進給付金：６件（保育士・
社会福祉士（２）・歯科衛生士・正看護
師・システム関係）
教育訓練給付金：３件（精神保健福祉士・
実務者研修・初任者研修）

給付金の支給により生活の経済的負担
を軽減し、安定した修業環境が提供で
きた。 B 子ども育成課

地域子ども・子育て支援事業の評価報告書参照
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（４）経済的支援

154
ひとり親家庭の粗大
ごみ減免

・ひとり親家庭は年間５点まで粗大ごみ
減免の申請ができます

ひとり親家庭を対象に滞りなく粗大ごみ減
免申請の受理および粗大ごみ収集を行っ
た。

ひとり親家庭を対象に滞りなく粗大ご
み減免申請の受理および粗大ごみ収集
を行った。 A 資源対策課

155
小児医療費助成

・小児の健康の増進に資することを目的
に、小児にかかる医療費の一部を助成
し、その健全な育成支援を図ります。

受給者数13,135人
（令和4年3月末現在）

小児の健康の増進、健全な育成に有
効。
平成３０年１０月から対象年齢を中学
３年生までに拡大した。 B 医療課

156
生活保護制度

・日本国憲法第２５条に規定する理念に
基づき、国が困窮するすべての国民に対
し、その困窮の程度に応じ、必要な保護
を行い、「健康で文化的な最低限度の生
活」を保障するとともに、その自立を助
長することを目的とする制度です。

面接相談件数　８７１件
申請件数　３３６件
開始件数　２９２件

法令や国からの通知に従い、制度を正
しく適用するよう努めた。

A 生活援護課

157

紙おむつ等育児用品
支給事業（ざまりん
すくすくギフト）

保護者に、紙おむつ等の育児用品を一人
につき１回１万円分まで支給します

申請件数９２６件 ０歳児の保護者のより多様なニーズに
応えるため、市民からのアンケートを
反映し、１００以上の商品数を揃え
た。 A 子ども政策課

158
ひとり親家庭等医療
費助成事業

を支援するために、保険適用を受ける医
療費の自己負担分を助成します。

助成件数：20,244件
助成金額：57,775,749円

母子・父子家庭に対して医療費の助成
を行うことにより、生活の安定を図っ
た。 B 子ども育成課

159
児童手当 る者に手当を支給します。

受給者数（児童手当）：8,390人
受給者数（特例給付）：　722人
受給者数（施設等受給者）：6人
支給額：1,843,245,000人

子育て世帯等への経済的支援の一つと
して実施した。 B 子ども育成課

160
児童扶養手当 計を同じくしていない児童について、手

当を支給します。

受給者数：825人
給付額：331,120,190円

母子・父子家庭等の生活の安定と福祉
の増進を図った。 B 子ども育成課

161
神奈川県母子父子寡
婦福祉資金の貸付

子どもの修学、修学支度等の貸付けを行
います。

奇数月の指定する日の１３時からと１４時
からの二枠に相談を受け付け。

ハローワークを利用したいが、幼い子
どもを抱えて遠方まで行けない方が、
利用しやすいように相談の場を提供し
た。 A 子ども育成課
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162

子育て援助活動支援
事業（ファミリー・
サポート事業）

預かり等の援助を受けることを希望する
者と、協力会員として当該援助を行うこ
とを希望する者との相互援助活動に関す
る連絡、調整を行います。

利用できます。 C 子ども育成課

163
JR定期乗車券の割引
制度

・児童扶養手当を受給している母子・父
子家庭の方や、生活保護世帯の方が、JR
通勤定期券を購入する場合、３割引きと
なります。

購入証明書発行件数：２５件 母子・父子家庭の支援の一つとして実
施した。

A 子ども育成課

164
水道料金・下水道使
用料の減免

下水道使用料の一部を減免します。
ひとり親家庭について、水道料金の基本料
金及び下水道使用料の基本使用料を減免し
ます。
Ｒ3年度減免実績　896件

母子・父子家庭の支援に有効

A 経営総務課

地域子ども・子育て支援事業の評価報告書参照
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